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概 況

２００１年１０月のターリバーン政権崩壊後，国際社会によるアフガニスタン復興支

援が「ボン会合」（２００１年１２月）による「ロードマップ」として示され，多少の遅れは

あったものの，２００５年９月の国会議員選挙，同年１２月の国会召集により一応完結

した。しかしながら，国家再建に向かうはずのアフガニスタンは，国内治安が

いっこうに好転せず，復興も遅々として進んでいない。それどころか，２００６年は

ターリバーンによるとみられる攻撃が激化し，米軍や国際治安支援部隊

（International Security Assistance Force：ISAF）の犠牲者は急増した。

治安悪化により，復興支援は首都カーブルなど，ごく一部の地域のみを対象と

したものに限られている。１月末には，ロンドンでアフガニスタン支援国会合が

開催され，参加各国・機関が向こう５年間で総額１０５億訐に上る継続的な支援を

表明したが，支援の実施状況には大きなむらがあると言わざるを得ない。そのた

め，周辺国から帰還した難民も仕事を求めて都市部に移動せざるを得ない状況に

なっている。また，それ以外の地域でも，比較的簡単に現金収入が得られるケシ

栽培などから抜け出せない状況が続いている。

結果として，総国家予算の５割を超える額が国際社会からの支援によって占め

られ，国際社会への依存から抜け出す目処が立たないまま１年が過ぎた。

アフガニスタンは多民族国家であり，国民の統合は至難の業である。以前に比

べると，民族間の争いは減少したが，カルザイー政権への協力体制が整っている

とはいえない状況である。国家再建に向けての最優先課題は国内治安の安定であ

るが，国軍，警察の影響力は浸透し切れておらず，外国勢力による治安維持に依

存する体質から脱する見通しも立っていない。結果として，先行きの不透明感ば

かりが強調された１年となった。
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国 内 政 治

歯止めがかからない治安悪化

２００６年のアフガニスタンは，治安の悪化がクローズアップされた１年だった。

特に，南部各州での治安が急速に悪化した。治安悪化を示す数字にはばらつきが

あるものの，２００１年１０月のターリバーン政権崩壊後，最悪の状況であるとの報道

が相次いだ。年間約３０００人が犠牲となったと言われ，そのうち４分の１が民間人

である点が，治安の悪さを一層際立たせている。

一方で，日本政府も協力した元兵士の武装解除・動員解除・社会復帰

（Disarmament，Demobilisation and Reintegration：DDR）が６月に完了し，非

合法武装集団の解体（Disbandment of Illegal Armed Groups：DIAG）も開始さ

れている。現時点では，このプロセスがどこまで実施できるのか，不透明な部分

も残っているが，軍閥解体という点では前進している。ここ数年の治安の悪さは，

勢力を盛り返したと言われるターリバーンの，米軍をはじめとする外国勢力およ

びそれを支援する勢力に対する攻撃に象徴されており，いわゆる軍閥などによる

抗争事件は減少している。

ターリバーンは，１９９４年秋頃に初めてカンダハール付近に現れたときとは，そ

の性格が大きく異なっている。当時は治安の悪い地域を警備する自警団的な活動

が主で，内戦が活発化していたアフガニスタン国民に受け入れられた。しか

し，２００１年９月のアメリカ同時多発テロ事件以降は，外国武装勢力の影響を受け

たのか，それまでアフガニスタンでは考えられなかった自爆テロを起こすなど，

過激化している。最高指導者ムハンマド・ウマル師は行方不明が続いており，同

師を頂点とする体制も不透明なままだが，南部各州を中心に事件が続き，犯行声

明も出ている。近年のターリバーンの犯行といわれる事件の特徴は，各地で発生

する事件が相互に関連していないと思われる点にある。指導者層の計画の下，組

織的に事件を起こすのではなく，小さな集団が離合集散を繰り返しながら単発的

に事件を起こしている。

外国勢力を狙った事件が頻発

なかでも頻発したのは，アフガニスタンに駐留する外国軍を狙った事件だった。

北大西洋条約機構（NATO）を中心とした勢力は，国内治安維持には不可欠の存
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在であるが，一方でそれをよしとしないターリバーンの格好の標的となった。標

的は軍関係者にとどまらず，復興支援に携わる者も含まれた。

カルザイー大統領は，再三にわたりターリバーンとの対話姿勢を打ち出してい

たが，ターリバーンは１月９日にその申し出を拒否すると発表した。拒否の理由

をターリバーンは，カルザイー大統領がアメリカの言いなりになっており，アフ

ガニスタンのためにならない，と説明している。また，イードル・アズハー（イ

スラーム教徒の犠牲祭）に際し最高指導者のオマル師が発出したメッセージで

は，２００６年にカルザイー政権に対する攻撃を激化させると述べた。それから１週

間も経たない１月１５日に，カンダハール市内のカナダ軍基地付近で自動車に積ん

だ爆発物が爆発し，カナダ人外交官１人を含む３人が死亡し，カナダ人兵士３人

を含む１０人が負傷した。自爆テロと見られるこの事件については，ターリバーン

報道官を名乗るカーリー・ムハンマド・ユースフが，すべての外国勢力が撤退す

るまで攻撃を継続すると，関与を認めている。しかしカナダ政府は，今回の事件

にもかかわらず，アフガニスタン国内での活動を継続することを表明した。

上記以外でも，年間を通じて外国人を狙ったと見られる事件が頻発した１年と

なった。４月２日には，ニームルーズ州とファラー州との境で道路建設に従事し

ていたトルコ人技師が，ターリバーンとみられる武装勢力に射殺された。同技師

は３人の護衛警官とともに車で移動中の所を強制的に停止させられ，殺害された

ものである。

８月１日には，へルマンド州内でNATO軍の車両がターリバーンと見られる

武装勢力に襲撃され，乗っていたイギリス人兵士３人が死亡した。また，同１７日

にも，ISAF所属のカナダ人兵士がカンダハール州内で自爆テロにより死亡して

いる。ISAFは７月３１日から南部６州（カンダハール，ニームルーズ，ウルズ

ガーン，ザーブル，ヘルマンド，ダイクンディー）の指揮権を引き継いで展開し

ており，ターリバーンとの間で激しい戦闘が続いていた。

１０月７日には，バグラーン州からバーミヤーンに向かっていたドイツ人記者が，

武装勢力に襲撃され殺害された。同記者はドキュメンタリー番組製作のため，ア

フガニスタンに滞在していたと見られる。また，同１９日にも，ターリバーンと見

られる武装勢力が，南部でイタリア国籍の写真家を誘拐している。釈放の条件と

してアフガニスタン国内に駐留しているイタリア軍の撤退を要求したが，イタリ

ア政府はイタリア軍が撤退することはないと言明した。
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落ち着きを見せない国内治安

外国勢力に対する事件以外でも，事件は増加傾向を見せた。２月７日にはバル

フ州の州都マイマーナで，預言者ムハンマドの戯画掲載に反発した群衆による暴

動が発生し，同地の国連事務所などが投石されたほか，ノルウェー主導の地域復

興チーム（Provincial Reconstruction Team：PRT）が襲撃された。それを受けて

ノルウェー軍が発砲し，アフガニスタン人４人が死亡するにいたった。また，ヘ

ラート市内でも５０００人規模のデモが行われるなど，国内各地で反発が続いた。

３月１２日には，ムジャッディディー上院議長（元大統領）の車列に爆発物を積ん

だ小型トラックが衝突し，犯人２人と付近にいた市民２人の計４人が死亡した。

ターリバーンが，「アメリカの操り人形を狙った」と犯行声明を発出したが，かす

り傷を負った同上院議長は，パキスタンの三軍統合情報局（Inter-Services

Intelligence：ISI）を非難する声明を発表した。

５月２２日にはガズニー州警察長官が，同州内でムハンマド・アリー・ジャラー

リー前パクティーカ州知事の遺体が見つかった，と発表した。同前州知事はカル

ザイー大統領に近い存在で，同大統領が直接指名した知事の１人だった。本件に

ついても，ターリバーンが犯行声明を発出した。

９月８日には，カーブル市中心部のアメリカ大使館付近で，駐留米軍を狙った

自爆テロ事件が発生し，米軍兵士２人を含む少なくとも１６人が死亡，３０人程度が

負傷した。「９・１１」５周年を前に武装勢力が力を誇示しようとしたとの見方が示

された。また，９日には，マスウード将軍（元国防相）の追悼式典も予定されてお

り，警戒を強化していたところに事件が発生した点で，治安が一層悪化すること

への懸念が強まった。

この時期にはカーブル以外でも事件が多発した。９月１０日には，アブドル・ハ

キーム・ターニーワール・パクティヤー州知事が，州都ガルデーズの事務所から

車で出ようとしたところを，自爆テロに遭い死亡した。犯人のほか，運転手およ

び警備員も死亡した。この事件についてもターリバーンが犯行声明を発出してい

る。同氏は社会学者で，アフガニスタンに蔓延する銃社会に対し厳しい態度を

とっていたことで知られる。また同日，同州知事の葬儀でも自爆テロがあり，出

席者５人が死亡し多数が負傷した。

イラクでも治安維持に従事する米軍による捕虜虐待が問題になったが，アフガ

ニスタンでもそれに似た事件が発覚した。１０月２５日，ドイツの大衆紙『ビルト』が，

アフガニスタンに駐留する独軍兵士が人のものと見られる頭蓋骨を持ち出し，写
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真を撮ったとの記事を掲載した。２００３年頃の出来事と見られるが，イスラームで

は死者の骨をもてあそぶことは侮辱行為であり，アフガニスタン政府は「イス

ラームの尊厳と国家の伝統を傷つける」として強く抗議した。ドイツ軍はこの事

件を受け，２人を除隊処分にしたと発表した。

ISAF の活動

上記のとおり，治安は非常に悪い状態が続いた１年だったが，一方で ISAFな

ど治安維持を担当する部隊は，２００６年中に全国への展開をほぼ完了した。

２００１年１２月の国連安保理決議１３８６を基に活動を開始した ISAFの活動は，開始

当初はカーブル市内のみの治安維持に限られていたが，７月には南部各州への展

開が完了し，１０月からは東部各州への展開が始まっている。また，指揮権につい

ては，発足当初６カ月ごとに参加各国が交代で有していたが，国内の治安状況が

極度に悪いため，２００３年以降はNATOが指揮権を引き継ぎ，加盟各国が交代で

指揮するという形になっている。１０月の時点で，３７カ国から３万２０００人が参加し

ている。２００６年も以下に示す通り各国が追加派兵を発表しており，それはアフガ

ニスタンの治安が安定せず，外国勢力に治安維持を依存しなければならない事情
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を反映していると言える。参加各国が表明した主な追加派兵の動きは以下のとお

りである。

１月２６日にはイギリスのリード国防相が，７月までに３３００人を追加派兵すると

発表した。このなかにはヘルマンド州内での PRT要員も含まれているほか，駐

屯地建設のため１０００人程度の技術者も派遣し，この派遣実施によりイギリス軍の

規模は４７００人となる，と説明した。

また２月２日には，オランダ国会がアフガニスタン駐留軍の６カ月延長を可決

し，さらに１４００人を同国南部へ追加派兵することを決定した。国内には根強い反

対意見もあるものの，NATO，国連，アメリカからの強い要請に応じる結果と

なった。２月２１日にも，７月下旬を目処にオーストラリアが２００人程度を追加派

兵することをハワード首相が発表した。追加派兵される兵士は，オランダに代

わって南部での復興支援にあたることになった。またオーストラリアは，８月９

日に，復興支援のため新たに４００人の支援要員を派遣することも発表した。

５月１７日には，カナダ下院議会が２００９年初めまでの派兵延長を決定した。賛成

１４９，反対１４５と僅差ながらの決定だったが，５月１０日にマッケイ外務次官がアフ

ガニスタンを訪問し，カルザイー大統領との会談で，カナダは任務完了まで駐留

を継続するとの意向を表明していたことを受けた形となった。

７月にアフガニスタン南部の指揮権を米軍から引き継いだNATOは，カンダ

ハールを中心とする南部での治安の現状を考慮すると，現在の体制では不十分で

あるとして，６０００人体制へ兵力を倍増させるとの認識を表明した。そして９月９

日にワルシャワで開催されたNATO参謀長会議で，加盟各国に対し，アフガニ

スタンへのさらなる追加派兵を要請した。NATOは６月以降治安が極度に悪い

南部各州へ展開しており，３７カ国からの約１万８０００人の兵力のうち，約８０００人が

南部に駐留している。一方で加盟各国は確約した兵力のうち８５％程度しか実際に

派兵しておらず，同会議は２０００～２５００人の増派が必要であるとの認識を示した。

この要請を受ける形で，９月１３日にはポーランドが１０００人の追加派兵を発表し

た。また１１月２１日，アイケンベリー駐留米軍司令官が国防総省で記者会見し，増

大するターリバーン勢力の脅威に対抗するため，米軍は２００８年末までにアフガニ

スタン軍の規模を倍にし，火器などの装備を改善するよう提案していると述べる

など，各国は積極的な協力姿勢を示している。しかし，参加各国すべての足並み

がそろっているわけではなく，フランスは駐留軍のうち約２００人を削減する意向

を表明した。フランスはナンガルハール州を中心に約２０００人を駐留させているが，
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削減対象としたのは特殊部隊の約２００人で，残りはそのまま ISAFとして駐留す

ると説明した。なおフランスは，２００７年以降アフガニスタン国軍の訓練を実施す

ることもあわせて発表し，治安維持に対する姿勢そのものは変わらないと強調し

た。

拡大するPRTの活動

ISAFが活動の中心のひとつと位置づけているのが，各地での PRT活動であ

る。１０月時点で２４の PRTが活動している。NGO等による復興支援活動を軍が警

備するという形を取っており，復興支援の中心的な役割を果たしている（表１）。

２００６年になってからも各国が参加を表明している。１月８日には，ゴール州内

で活動しているリトアニアの PRTに，クロアチアおよびアゼルバイジャンが参

加することになったと，リトアニアの国防相が発表した。ゴール州の州都チャグ

チャラーンを中心に，リトアニアとともに，アイスランドおよびデンマークが参

加し，地雷除去などを行っており，それに２カ国が協力するものである。

こうした活動をより効果的に行うことを目的として，７月２１日に「PRTの協力

泥沼化する国内情勢
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表１ 地域復興チーム（PRT）の実施地域と担当国（２００６年１１月現在）

地区

（管轄国）

地名

（太字は中心地）
州 担当国

首都圏（なし） カーブル カーブル 実施なし

北部（ドイツ） マザーリ・シャリーフ

クンドゥズ

マイマーナ

ファイザーバード

プリ・クムリー

バルフ

クンドゥズ

ファルヤーブ

バダフシャーン

バグラーン

スウェーデン

ドイツ

イギリス，ノルウェー

ドイツ，チェコ，

デンマーク

ハンガリー

西部（イタリア） ヘラート

チャグチャラーン

ファラー

カライノウ

ヘラート

ゴール

ファラー

バドギース

イタリア

リトアニア

アメリカ

スペイン

南部（ISAF・オランダ） カンダハール

タリーンコート

カラート

ラシュカルガー

カンダハール

ウルズガーン

ザーブル

ヘルマンド

カナダ

オランダ

アメリカ，ルーマニア

イギリス，デンマーク，

エストニア

東部（ISAF・アメリカ） アサーダーバード

バーミヤーン

ワルダク

ガルデーズ

ガズニー

ジャラーラーバード

ホースト

ヌーリスターン

メヘタルラーム

バグラム

シャラーナー

パンジシール

クナル

バーミヤーン

ワルダク

パクティヤー

ガズニー

ナンガルハール

ホースト

ヌーリスターン

ラグマーン

パルワーン

パクティーカ

パンジシール

アメリカ

ニュージーランド

トルコ
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（出所） ISAF作成の資料を基に，筆者作成。
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と任務に関する会議」がブダペストで開催された。主目的は PRTに参加してい

る国際組織間の協力体制の歩調を合わせ，仕事の能率を向上させることであった。

遅れる薬物対策

治安の悪化と並んでアフガニスタンを悩ませている大きな問題に薬物問題があ

る。ターリバーン政権崩壊後，各地でケシ栽培が急増し，アフガニスタンは欧米

諸国への一大麻薬供給国としてその対策が急がれている。しかしながら，国連薬

物犯罪事務所（United Nations Office on Drugs and Crime：UNODC）が，２００６

年９月に発表した統計によると，アフガニスタン国内で１６万５０００ヘクタール がケシ栽培

に利用された。全国で前年比５９％増である。なかでも南部のヘルマンド州で

は，２００５年に比べて１６２％増の６万９０００ヘクタール あまりと激増している。ターリバーン

の新たな拠点とも言われる同州での作付け面積増大は，ケシ栽培と治安状況とが

密接に関係していることの表れといえる。ヘルマンド州以外でも，カンダハール，

ウルズガーン，ダイクンディー，ファラー，ザーブルといった南部６州での増加

が際だっている。一方で，以前からのケシの一大生産地であったナンガルハール

州など東部での生産量は南部各州ほどには伸びておらず，生産の中心地が南部へ

と移動していることを意味している。上記の南部６州に加え，バダフシャーン，

バルフ両州をあわせた８州における栽培が全体の８割近くを占めており，代替換

金作物の普及などの対策が特に急がれる。

国連薬物犯罪事務所によると，アフガニスタン国内３４州のうちケシ栽培が行わ

れていないのはわずか６州のみで，２００５年の９州に比べても減少していることが

わかる。同事務所はケシ栽培を行わない州の数を２００７年に倍増，２００８年にもその

倍にとの目標を掲げ，州単位での対策をアフガニスタン政府当局に要請している。

アフガニスタン国内で栽培されたケシは約６１００覈のアヘンとなり，これは世界中

に供給されるアヘンの９２％を占めている。

新内閣発足

アフガニスタンでは，２００５年９月に議会選挙が実施されたことに伴い内閣が解

散した。これを受け，カルザイー大統領が３月２３日に新閣僚２６人の任命を行った。

今回の組閣では外相および内相人事が注目された。外相には，元外務担当大統領

顧問のスパンター氏が，また，内相にはジャラーリー前内相の辞任後，内相代行

に就任したザッラール氏がそのまま就任した。憲法の規定上，閣僚が正式に就任
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するためには，下院議会での承認を経なければならず，同４月の下院議会に諮ら

れた。その結果，ファルハング経済相，ラヒーン青年問題・文化相，アフマ

ディー交通・航空相，ラザー商業相およびサブラング女性問題相が信任を得られ

なかった。これら５閣僚のポストは空席のまま，信任を受けた閣僚のみが５月２

日に宣誓を行い，新内閣が発足した。

その後，８月になってようやく空席だった５閣僚が就任し，全閣僚が揃うこと

となった。

カルザイー大統領が国内に政治基盤を持たないことは，以前から指摘されてい

るが，５閣僚に対する不信任もカルザイー政権の不安定さを露呈する結果となっ

た。前政権時にも閣僚ポストが多すぎるという指摘があったが，今回の組閣でも

閣僚ポストの削減は実現せず，国家を構成する各民族などへの配慮が閣僚数に反

映されている。

経 済

アフガニスタンの経済は，ターリバーン政権崩壊後これまで国際社会・機関か

らの支援に大きく依存している。ほぼ毎年支援国会合が開催され，参加各国・機

関が支援を表明している。治安状況に好転の兆しが見えないこともあり，２００６年

もこうした体質から脱却できる目処が立たないまま過ぎた。

一方で，周辺国との貿易による関税収入や農産物による収入は，統計がないた

め不透明な部分が多いものの，相当な額に上っていると考えられる。問題はこう

した税収等が中央政府に集まる体制が，未だ確立されていない点にある。カルザ

イー政権発足後，イスマーイール・ハーン元ヘラート州知事を中央政府閣僚に迎

えるなど，中央集権体制を確立すべくさまざまな方策をとっているが，未だ成果

が現れているとは言い難い。だが，こうした方策の確立は，財政の健全化を目指

すうえで，避けて通れない。

一方で，明るい材料がないわけではない。４月２日にはデーラワリー・アフガ

ニスタン中央銀行総裁が，１３８４年度（２００５年３月２１日～２００６年３月２０日）の国民１

人当たりの収入が２９３訐に上昇したことをカルザイー大統領に報告し，１３８５年度

にはさらに１４％上昇して３３５訐に達する見通しであると発表した。なお同銀行に

よると，経済成長率は１３８３年度が８％，１３８４年度が１４％だった。また７月２０日，

「パリクラブ」（主要債権国会議）がアフガニスタンの公的債務のうち合計２４億訐を
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帳消し・繰り延べにすることで合意に達したと発表した。アメリカ，ロシア，ド

イツの債務が対象で，合計１６億訐が棒引きされ，８億訐の返済が繰り延べされる

こととなった。

その一方で，１５００万人いる労働力のうち４０％に達すると言われる失業率や，労

働者の８０％が従事していると言われる農業分野の問題は，麻薬問題や長い戦乱で

破壊された灌漑施設整備とも深く絡んでおり解決する目処が立っていない。

「アフガニスタン・コンパクト」

１月３１日から２月１日にかけて，ロンドンで「アフガニスタンに関するロンド

ン国際会議」が開催された。同会議では，「アフガニスタン・コンパクト」（The

Afghanistan Compact）という国際社会とアフガニスタン政府との間で今後の支

援の枠組み合意がなされたのをはじめ，アフガニスタン政府からは今後５年間の

さまざまな分野での国家開発戦略（Afghanistan National Development

Strategy：ANDS）が提示された。また，参加各国から表明された支援拠出額は

総額１０５億訐となった。

この会議は，「ボン会合」（２００１年１２月）で決まったロードマップが，２００５年１２月

に国会開会により一応の完結を迎えたことを受け，それ以降のアフガニスタンの

方向性を打ち出すべく開催された。

主要参加各国・機関が表明した拠出額は，表２のとおりであった。

表２ ロンドン国際会議の主要参加国・機関が表明した支援拠出額
（単位：１００万ドル）

国／機関 拠出額 国／機関 拠出額

世界銀行 １，２００ スペイン １８２

アメリカ １，１００ インド １８１

アジア開発銀行 １，０００ オランダ １７９

イギリス ８５５ サウジアラビア １５３

ドイツ ４８０ パキスタン １５０

日本 ４５０ ノルウェー １４４

ヨーロッパ連合 ２６８

（出所）２００６年２月３日付 Afghan News Network の記事を基に筆者作成。
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第２回アフガニスタン地域経済協力会議

１１月１８日から２日間にわたり，ニューデリーでアフガニスタン地域経済協力会

議の第２回会合が開催された。同会議はアフガニスタンとインドの共催という形

で開催され，国連やアジア開発銀行など各国際金融機関などのほか，パキスタン，

日本，それにウズベキスタンやトルクメニスタンなどアフガニスタンと国境を接

する中央アジア諸国，計３０の国と機関が参加した。同会議の第１回会合は２００５年

１２月にカーブルで開催されており，この第１回会合では「カーブル宣言」が採択さ

れた。今回の第２回会合はそのフォローアップとの位置づけで，特に電力などの

エネルギー，貿易，投資，農業の分野における協力関係強化が重要な検討議題と

位置づけられた。

第２回会合の成果は，会合終了後に「ニューデリー宣言」としてまとめられた。

同宣言では，地域経済協力を実施するための環境作り，地域の振興を目的とした

各種プロジェクトの実施などが確認された。

なお，同会議で日本政府は，アフガニスタンが近隣諸国との地域協力を行うこ

とにより地域全体が一体として発展していくことの重要性を強調した。また，こ

れまでに行ってきた約１１億訐の道路建設支援をはじめ，今後もアフガニスタン国

内の道路網や空港施設の整備，国境管理などの面で貢献する意向を表明した。

対外貿易

上記のとおり，アフガニスタンは国際社会からの支援に大きく依存した経済構

造となっているが，対外貿易額も徐々に増加傾向にある。輸出入総額でみる

と，２００３年には約１８億１９００万訐だったのが，２００５年には約２８億２１００万訐へと増加

した。輸出・輸入をあわせた最大の貿易相手国はパキスタン（２００５年の輸出入の

総額が約６億７４００万訐，貿易総額の２３．８％。以下同様）である。アフガニスタン

が内陸国であることから，パキスタンとの間にはアフガン通過貿易協定（Afghan

Transit Trade Agreement：ATTA）がある。しかし，同協定はパキスタンのカ

ラチ港でアフガニスタン向け輸入品の関税を免除することを謳っているため，ア

フガニスタンに行くべき物資がパキスタン国内に横流しされ，安価で流通すると

いう問題を引き起こしている。

パキスタン以外ではアメリカ（約３億７０００万訐，１３．１％），欧州連合（EU）（約５

億１００万訐，１７．７％），インド（２億５３００万訐，８．９％）との関係が強く，輸出入と

もにこれら４カ国・機関との貿易額が５０％以上を占めている。

２００６年のアフガニスタン

５９５



対 外 関 係

対日関係

１年を通じて日本とは良好な関係を継続できたと言える。６月５日には「中央

アジア＋日本」会議出席のため，スパンター外相が訪日した。オブザーバー参加

した同外相は演説のなかで，「アフガニスタンでのテロ問題は国際問題であり解決

には各国の協力が必要である。またテロリストは国境を越えてアフガニスタンに

侵入しているが，NATO軍などの拡大により制圧することは十分可能である」と

の認識を示した。また，日本からの投資増大のためにはできることは何でもする

と，今後の投資増大に期待感を示した。

７月５日には，訪日したカルザイー大統領と小泉首相が首脳会談を行った。会

談では，日本政府などが主導した武装解除，動員解除，社会復帰（DDR）が話題

となり，カルザイー大統領からは日本政府の貢献・協力に対する謝意が表明され

た。

また，同日，日本政府が主催する形で「アフガニスタンの『平和の定着』に関す

る第２回東京会議」が開催された。日本，アフガニスタン，国連が共同議長を務

め，アフガニスタンからはカルザイー大統領をはじめとする関係閣僚が出席した

ほか，日本からは麻生外相等，国連からはアレキサンダー国連アフガニスタン支

援ミッション（UNAMA）次席代表等が出席した。上記３者以外にも，G８，EU，

DDRおよび非合法武装集団の解体（DIAG）のドナー国をはじめとして，アフガ

ニスタン支援に関心のある国・機関合計６８団体から約１８０人が参加した。

席上，日本政府は１月のロンドン国際会議で表明した４億５０００万訐の追加支援

に関し，麻薬対策，治安改善などの分野で約６０００万訐の支援決定を行った旨表明

した。

今回の会議は２００３年２月の「アフガニスタンの『平和の定着』に関する東京会議」

に次ぐ位置づけがなされており，引き続き同分野での日本の役割に期待がもたれ

ている。会議後には総括として，次の点に重点が置かれた共同議長サマリーが発

表された。すなわち，盧２００６年６月のDDR完了は非常に重要なステップである，

盪さらなる治安安定を目指し，アフガニスタン政府および国際社会が一層の協力

を行う，蘯DIAGの現状は決して満足できるものではなく，２００７年末までに完了

させるためにさらなる努力を要する，というものである。
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上記以外では，１１月２０日，日本が支援するカーブル空港国際線ターミナルの起

工式が行われた。２００８年度の完成を目指し，今後３０億円が投じられる予定となっ

ている。ターリバーン政権崩壊から５年が経過し，空港利用者が増えたこともあ

り，新ターミナル建設の運びとなった。なお，起工式には関口外務大臣政務官

（首相特使）が出席し，カーブルでは，カルザイー大統領と会談を実施した。これ

より先に日本は，テロ対策特措法の１年間延長を決定しており，会談の席上，日

本の国際社会における「テロとの闘い」に対する姿勢，アフガニスタンの支援への

決意をあらためて伝えた。

対米関係

アメリカは，２００１年１０月のターリバーン政権崩壊後，もっとも積極的に復興を

支援しているといえる。２００１年以降１２０億訐を超える支援を行い，アフガニスタ

ンの安定を定着させるべく，治安維持を中心とした活動を行っている。南部の指

揮権は ISAFに委譲したものの，米軍は依然として最大勢力を誇っている。

しかしながら，アフガニスタン国民の間には根強い反米感情がある。アメリカ

によるイラク攻撃や，アフガニスタン国内での活動がイスラーム教徒への攻撃と

とらえられており，ターリバーンは，こうした感情を勢力拡大に利用していると

見られる。

このような状況下の３月１日，インド，パキスタン訪問に出発したブッシュ大

統領が，インドに先立ちアフガニスタンを電撃訪問した。事前公表は行われてお

らず，２００１年９月１１日の同時多発テロ事件が起きて以来，同大統領にとって初め

てのアフガニスタン訪問となった。アメリカ大統領によるアフガニスタン訪問

は，１９７８年以降初だった。５時間あまりの滞在中，カーブル市内の大統領府でカ

ルザイー大統領と首脳会談を行った。

首脳会談後の共同記者会見では，カルザイー大統領からアフガニスタン復興に

おけるアメリカの役割に対し謝意が表明されたのに対し，ブッシュ米大統領は

「民主主義の成功に向けたアフガニスタンの尽力に感動した。アメリカがアフガ

ニスタンの将来に関与できることは，喜びであり名誉である」とカルザイー政権

への支持表明をするとともに，「アフガニスタンで起きることを世界中が注視して

おり，これは他国にも影響を及ぼすことになる」と述べ，アフガニスタンの民主

化を成功に導いたうえで，中東全域にも民主化を拡大することに改めて意欲を示

した。
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また５月２日から約１０日間にわたり，アフガニスタンとパキスタン，アメリカ

が合同軍事演習を実施した。場所はパキスタンの北西辺境州内だったと見られる。

７月１１日には，ラムズフェルド米国防長官が，急遽アフガニスタンを訪問した。

ライス米国務長官がそれより約１０日前に訪問したばかりで，訪問の理由をバーン

ズ政務担当次官補は，アメリカの対アフガニスタン支援が今後も継続されること

を強調するためと説明した。

対パキスタン関係

アフガニスタンは，パキスタンと２４３０キロメートルに及ぶ国境を接している。デュアラ

ンド・ライン（Durand Line）と呼ばれるこの国境の扱いをめぐり，両国の関係は

ぎくしゃくしている。アフガニスタン政府は，そもそもこの線を正式な国境とは

認めていないと主張しているほか，国内で発生しているテロ事件はパキスタン側

から越境したテロリストが起こしていると主張しているのに対し，パキスタン政

府はそれを強く否定し続けている。国境をまたいで居住するパシュトゥーン民族

は，こうしたテロリストを匿っているとも言われるが，パキスタン側には連邦直

轄部族地域（FATA）が広がっており，その実情は不明な部分が多い。アフガニ

スタンの主張を受け，パキスタン政府はテロリストの往来を防ぐとの理由から国

境に沿ってフェンスを構築すると発表した。ところが，アフガニスタン政府はこ

の方策に対し，逆に国境を固定化するものであるとして強く反対する姿勢を示し

た。

こうしたなか，２月１５日から１７日にかけて，カルザイー大統領が，ムシャラフ

大統領の招きにより，２００５年３月以来約１年ぶりにパキスタンを公式訪問した。

ナンガルハール，カンダハール，ホースト，ウルズガーン州の各州知事，外相，

商業相，国防相，安全保障担当顧問のほか，国会議員らが同行し，関係改善を目

指して各レベルでの話し合いが行われた。しかし両国関係は好転せず，それは３

月９日シェールパーオ・パキスタン内相が，アフガニスタン領内からの過激派な

どの流入を防止する最終的な手段としてアフガニスタンとの国境にフェンスを設

置し，地雷の埋設を検討する可能性を示唆したことからもわかる。カルザイー大

統領がパキスタン訪問時に，ムシャラフ大統領に手交した過激派に関する情報が

古いものだったことが，両国の関係に影響を与えているとみられる。ブッシュ大

統領の訪問時にパキスタンの対テロ協力が不十分であると指摘しているが，この

点も関係していると考えられる。連邦直轄部族地域（FATA）ではパキスタン国

泥沼化する国内情勢
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軍も十分な活動ができておらず，過激派の温床になっていると以前から指摘され

ていたもので，対テロ対策でアメリカと協力すべきパキスタンとアフガニスタン

の関係は決して良好ではない。

９月６日からはムシャラフ大統領が約２年ぶりにアフガニスタンを訪問し，首

脳会談を実施した。席上「平和と安全に関するジルガ（国民会議）」を共同開催する

ことが決まったが，それ以外には目に見える成果はなかった。その後１２月７日に

カスーリー・パキスタン外相がアフガニスタンを訪問した際には，同ジルガに関

する打ち合わせが行われ，２００７年初にアフガニスタン，パキスタン両国で同時に

開催される方向で合意に達した。

なお，９月２７日にブッシュ大統領とカルザイー大統領がホワイトハウスで首脳

会談を行った際，食事（断食明けの「イフタール」）の席にムシャラフ大統領が同席

したのは，両国間の関係改善を推進しようとするアメリカの姿勢を表しており，

アメリカにとっても「対テロ戦争」を推進していくうえで，アフガニスタン，パキ

スタンの協力が不可欠であることを物語っている。

両国政府間の関係がぎくしゃくしている一方で，市民同士の交流は活発化して

おり，３月１５日にはナンガルハール州の州都ジャラーラーバードとパキスタンの

北西辺境州ペシャーワルを結ぶバスの試験運行が始まり，第１便がペシャーワル

に到着した。最終的にはジャラーラーバード，ペシャーワル双方から毎日６便ず

つのバス運行が予定されており，更なる交流強化への期待がもたれている。その

後，定期便の運行も５月２７日に開始された。

対中関係

中国は近年対アフガニスタン外交を活発化していると言える。その背景には，

中国国内でのエネルギー需要の高まりがあると見られる。先述の通り，１月のロ

ンドン会議の席上，８０００万元（約１億２２８８万円相当）の拠出を発表したほか，各地

の復興に積極的に関わっている。そうした関係を反映してか，６月１８日から２１日

にわたり，カルザイー大統領が中国を公式訪問した。また１０月３１日には，北京を

訪問中のワールダク国防相と会談を行った曽剛川国防相が，「アフガニスタン再建

に向け，中国はできる限りの支援を継続していく」と発言していることからも，

その姿勢を伺うことができる。

２００６年のアフガニスタン
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その他の諸国との関係

トルクメニスタンから，アフガニスタンを通過してパキスタン，インドへと伸

びる天然ガス・パイプライン敷設問題は，アフガニスタンの治安悪化のため，予

定どおりには進んでいない。しかし，２月１４日から１５日にかけてアシュガバード

で開催された天然ガス・パイプライン敷設計画に関する会議で，トルクメニスタ

ン，アフガニスタン，パキスタンの関係３カ国で，日量３２億立方フィ
ートのガスを３０年

間にわたり供給するとの了解覚書（MOU）への署名がなされた。

一方２月２０日からは，ドゥシャンベでタジキスタン，アフガニスタン，イラン

の３カ国による電力供給に関する会議が開催され，タジキスタンから，アフガニ

スタンを経由してイランまで電力を供給するための共同プロジェクトが議題と

なった。２００５年１月には，タジキスタンと，ロシア，イランが発電所建設に向け

た議定書に署名しており，今回の会議では第２発電所を建設し，タジキスタンの

電力生産を３４０億 kWまで引き上げ，アフガニスタン，イランへ供給することと

なった。

カルザイー大統領も活発な外交活動を続けた。４月９日から１１日までインドを

訪問した。滞在中，マンモハン・シン・インド首相と首脳会談を実施し，農村開

発などのアフガニスタン支援をはじめとする２国間関係強化について話し合った。

また５月２７日からはイランを訪問し，テヘランでアフマディネジャード・イラン

大統領と会談した。席上，両国関係が今後ともいっそう強固で発展していくこと

で意見が一致した。またカルザイー大統領は，ホメイニ師の廟を訪問している。

その後７月２６日には訪問先のドゥシャンベでアフマディネジャード・イラン大統

領と再び会談し，２月の電力供給をはじめタジキスタンを含む３カ国が連帯を強

調し，インフラ整備などで経済協力を推進することで合意した。

なお，１１月２０日にはブレア・イギリス首相がアフガニスタンを訪問し，イギリ

ス軍が展開中のヘルマンド州を訪問し，兵士の慰問を行った。イギリス首相のア

フガニスタン訪問は２００２年以来で，午後にはカーブル市内でカルザイー大統領と

首脳会談を行った。

２００７年の課題

２００１年１０月のターリバーン政権崩壊以降，アフガニスタンにとって国内治安の

安定が最大の課題であることは自明である。しかしながら，カルザイー政権およ

び国際社会は有効な方策を打ち出せないまま５年以上が過ぎた。国際治安支援部

泥沼化する国内情勢
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隊やアメリカは，撤退の目処も立たな

いまま駐留を継続している。何よりも

まず，アフガニスタン国軍および警察

による治安維持体制の確立が最重要課

題であろう。当面は国際社会による支

援が不可欠であるが，治安が安定に向

かうことにより，国際社会による支援

もより効果的に行える。PRTの活動

はこの観点からも，その重要性を増す

と考えられる。

財政面でも可能な限り早い時期に自

立への目処を立てる必要がある。予算

上はその半分以上を国際社会からの支

援に依存していることから，ケシ栽培

を中心とした麻薬から換金作物への切

り替え，関税収入等を中央政府へ環流

させるなど，国家財政を安定させる方策を早急に定着させる必要があろう。

アメリカ，パキスタンとの協力体制はあらゆる面で不可欠と言えるが，特に長

い国境を接するパキスタンとの関係改善は急がれる。パキスタンが打ち出した国

境へのフェンス設置問題は，長年両国間でくすぶっている「デュアランド・ライ

ン」の問題とも絡んで複雑化する可能性もあり，当面注視すべきである。

ターリバーンをはじめとする武装勢力の動きが活発化し，またカルザイー政権

は国内，対外関係，経済面でそれぞれ多くの課題を抱えたまま，その有効な解決

策を見いだせないでいる。カルザイー政権が継続できるかどうかは，国民の不満

をいかに抑えつつ，国民をまとめていけるかにかかっている。

（大阪外国語大学講師）

２００６年のアフガニスタン
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１月４日蜷カルザイー大統領がトルコを公式

訪問（～７日）。外相，財務相らが同行。

８日蜷カルザイー大統領が，オマル師に対

し，和解を目的とした交渉を申し出。

蜷クロアチア，アゼルバイジャンが，ゴー

ル州内で活動しているリトアニアの地域復興

チーム（PRT）に参加表明。

９日蜷ターリバーンが，カルザイー大統領

の和解交渉申し出を拒否。

１５日蜷カンダハール市内のカナダ軍基地付

近で，自動車に積んだ爆発物が爆発し，カナ

ダ人外交官１人を含む３人が死亡。

２２日蜷アフガニスタン外務省が，カルザ

イー大統領のスイス，デンマーク訪問を発表。

スイスでは世界経済フォーラム年次総会（ダ

ボス会議）に出席。

蜷アフガニスタンとパキスタンが天然ガ

ス・パイプライン敷設に関し，閣僚級協議を

開催。

２６日蜷イギリスが，国際治安支援部隊

（ISAF）に３３００人の追加派兵を発表。

２月１日蜷アフガニスタン支援国会合（ロン

ドン）で，参加国・機関が向こう５年間で総

額１０５億訐の支援を表明（１月３１日～）。カル

ザイー大統領が出席。

蜷オランダが，アフガニスタン駐留軍の６

カ月延長および追加派兵を決定。

６日蜷バルフ州マイマーナで，預言者ムハ

ンマドの戯画掲載に対する暴動により市民４

人が死亡。

７日蜷アメリカが対アフガニスタン債務１

億８００万訐の帳消しを決定。

９日蜷ターリバーンが，預言者ムハンマド

の風刺画を描いた漫画家殺害の報酬として金

１００キログラム を出すとの声明を発出。

１２日蜷カーブル市内で武装勢力がネパール

人２人を誘拐。

１５日蜷カルザイー大統領がパキスタンを公

式訪問（～１７日）。

２１日蜷ハワード・オーストラリア首相が，

アフガニスタン南部での復興支援を目的とし

て２００人の追加派兵を発表。

３月１日蜷ブッシュ米大統領が，米国同時多

発テロ発生後初めて，アフガニスタンを電撃

訪問。

９日蜷パキスタンが，過激派の往来防止を

目的として，アフガニスタン国境にフェンス

設置，地雷埋設を検討と発表。

１１日蜷ターリバーンが，カンダハール市内

でアルバニア人４人を誘拐したと発表。

１２日蜷カーブルで，ムジャッディディー上

院議長を狙った自爆テロが発生。ターリバー

ンが犯行声明。

１５日蜷ジャラーラーバード（ナンガルハー

ル州）＝ペシャーワル（パキスタンの北西辺境

州）間のバス試験運行開始。

１６日蜷アフガニスタン国内でH５N１型鳥イ

ンフルエンザへの感染を確認。ヒトへの感染

は未確認。

１８日蜷ターリバーンが，ガズニー州アンダ

ル県内で，車両で移動中のムッラー・ター

ジ・ムハンマド前ガズニー州知事と同乗者３

人を射殺。

２２日蜷カルザイー大統領が新閣僚２６人およ

び最高裁長官，判事９人を任命。

２５日蜷へルマンド州内で，ターリバーンと

の戦闘により米軍兵士１人が死亡。

２８日蜷カルザイー大統領が，ターリバーン

に対し和平交渉再開に向けた協力を再度呼び

かけ。

４月２日蜷ターリバーンが，ニームルーズ州

とファラー州境で，道路建設に従事していた

重要日誌 アフガニスタン ２００６年
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トルコ人技師を射殺。

蜷デーラワリー中銀総裁が，国民１人当た

りの収入が増加傾向にあると発表。

９日蜷カルザイー大統領，インド訪問（～

１１日）。

１５日蜷クナル州内で，駐留米軍と武装勢力

が戦闘。民間人７人が戦闘に巻き込まれ死亡。

１７日蜷１４日から続いていたアフガニスタン

当局（連合軍）とターリバーンとの戦闘で，

ターリバーン側４１人と警官６人が死亡。

３０日蜷ターリバーンが誘拐していたインド

人技師の遺体をザーブル州内で発見。

５月２日蜷パキスタンとアフガニスタン，ア

メリカが，パキスタンの北西辺境州内で１０日

間の合同軍事演習を開始。

５日蜷クナル州の州都アサダーバード近郊

で米軍ヘリが墜落し，搭乗していた米軍兵士

１０人が死亡。事故との見方。

１５日蜷アフガニスタン政府が，パシュトー

語による新国歌制定を発表。

１７日蜷カナダ下院が，２００９年初めまでのア

フガニスタン派兵延長を決定。

２０日蜷カンダハール州内でターリバーンと

連合軍が衝突し，連合軍のフランス人兵士２

人が死亡。

蜷ウルズガーン州内で，アフガニスタン国

軍・米軍と武装勢力との間で戦闘があり，米

軍兵士１人が死亡し，６人が負傷。

２７日蜷カルザイー大統領，イラン訪問。

蜷ターリバーンに，前パクティーカ州知事，

同州内で襲撃され死亡。

２９日蜷米軍車両による事故をきっかけとし

た反米暴動を受け，カーブル市内に夜間外出

禁止令発布。

６月３日蜷カルザイー大統領が，国内の反米

騒動収拾を目的として，警察幹部の人事異動

を発表。

蜷国会が約８億訐相当の新年度通常予算案

を承認。

４日蜷南部での指揮権を７月にアメリカか

ら引き継ぐNATOが，駐留軍総数を６０００人

体制へ倍増すると発表。

５日蜷東京で開催される「中央アジア＋日

本」会議出席のため，スパンター外相が訪日。

１４日蜷カルザイー大統領が中国を公式訪問

（～２１日）。滞在中，胡錦濤国家主席と首脳会

談。

１５日蜷上海で第６回上海協力機構首脳会議

開催。カルザイー大統領が議長国賓客として

出席。

２０日蜷カンダハールの米軍基地近郊で，

ターリバーンとの戦闘によりルーマニア人兵

士１人を含む２４人が死亡。

２１日蜷ヌーリスターン州内でターリバーン

との戦闘により，米軍兵士４人が死亡。

２８日蜷ライス米国務長官がアフガニスタン

訪問。

７月４日蜷カルザイー大統領が，東京で５日

から開催される「平和の定着」国際会議出席の

ため訪日（～７日）。

１１日蜷ラムズフェルド米国防長官が電撃訪

問。米国の対アフガニスタン支援継続を表明。

１７日蜷へルマンド州内の裁判所で，所長室

に置かれた爆弾が爆発し，所長と職員の計２

人が死亡と，地元警察が発表。

２０日蜷パリクラブ（主要債権国会議）が，ア

フガニスタンの公的債務のうち合計２４億訐を

帳消で合意と発表。アメリカ，ロシア，ドイ

ツの債務が対象。

２１日蜷ブダペストで，アフガニスタン地域

復興チーム（PRT）会議開催。同チームに参

加している国際組織間の協力体制確立が目的。

２６日蜷カルザイー大統領が，ドゥシャンベ

（タジキスタン）でアフマディネジャード・イ

アフガニスタン
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ラン大統領と会談。

３１日蜷NATOが南部６州の指揮権を米軍

から引き継ぎ。

８月１日蜷ターリバーンがへルマンド州内で

NATO軍を襲撃し，所属の英国軍兵士３人

が死亡。

３日蜷カンダハール州内で，NATO軍を

狙ったと見られる自爆テロにより，付近にい

た市民約２０人が死亡。

蜷カンダハール市内で手榴弾による爆発事

件発生。パトロール中のカナダ人兵士４人が

死亡。

５日蜷韓国の民間団体「アジア協力機

構」，２００６・アフガニスタン平和祭典の開催

中止を発表。

８日蜷新閣僚５人が就任。４月の閣僚不信

任による空席を埋めるもの。

９日蜷ファルヤーブ州内でドースタム将軍

（国軍参謀長）派とアブドゥル・マリク派との

間で軍閥同士の戦闘が発生。

蜷オーストラリアが復興支援要員４００人の

追加派遣を発表。

１１日蜷ヌーリスターン州内で，ターリバー

ンとの戦闘により連合軍の兵士３人が死亡。

犠牲者の国籍は不明。

蜷カンダハール州内で，ISAF所属のカナ

ダ人兵士１人が自爆テロにより死亡。

１７日蜷パクティーカ州内で，連合軍の誤爆

によりアフガニスタン人警察官１０人が死亡。

２８日蜷ヘルマンド州の州都ラシュカルガー

で自爆テロが発生し，元ラシュカルガー警察

署長を含む１７人が死亡。

９月２日蜷カンダハール市郊外で英軍用機が

墜落し，搭乗していた１４人が死亡。事故との

見方。

６日蜷ムシャラフ・パキスタン大統領が約

２年ぶりにアフガニスタンを訪問し，カルザ

イー大統領と首脳会談を実施。

８日蜷カーブル市中心部の米国大使館付近

で，駐留米軍を狙った自爆テロが発生し，米

軍兵士２人を含む少なくとも１６人が死亡。

９日蜷ワルシャワ（ポーランド）でNATO

参謀長会議開催。加盟各国に対しアフガニス

タンへの追加派兵を要請。

１０日蜷ターリバーン，ターニーワール・パ

クティヤー州知事を自爆テロにより暗殺。ま

た，同州知事の葬儀中，会場でも自爆テロが

あり，出席者５人が死亡。

１３日蜷ポーランド政府が，NATO参謀長

会議を受け，アフガニスタンへの１０００人追加

派兵を発表。

１５日蜷ドゥシャンベで上海協力機構（SCO）

第５回首脳会議開催。アフガニスタンはオブ

ザーバー参加。

２１日蜷カルザイー大統領，就任後初のカナ

ダ公式訪問（～２３日）。国会で演説し，治安維

持への協力に謝意を表明。

蜷ニューヨークで，アフガニスタン問題を

議題として，NATO非公式外相会合開催。

２４日蜷カルザイー大統領，アメリカ訪問

（～２８日）。

２７日蜷ブッシュ米大統領がホワイトハウス

でカルザイー大統領と会食しながら意見交換。

ムシャラフ・パキスタン大統領も同席。

３０日蜷カーブル市中心部の内務省正門付近

で自爆テロがあり，１２人が死亡。

１０月７日蜷武装勢力，取材のためバーミヤー

ンに向かっていたドイツ人記者を殺害。

１９日蜷ターリバーンが，イタリア人写真家

を誘拐し，国内に駐留しているイタリア軍の

撤退を要求。イタリア政府は要求を拒否。

２０日蜷ウルムチ（新疆ウイグル自治区）で第

５回中央アジア地域経済協力閣僚級会議開催。

中国，アフガニスタンなど８カ国が出席。

２００６年 重要日誌
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２５日蜷ドイツの大衆紙『ビルト』が，頭蓋骨

と記念写真を撮るアフガニスタン駐留ドイツ

人兵士の写真を掲載。アフガニスタン政府が

「イスラームの尊厳と国家の伝統を傷つける」

として強く抗議し，ドイツ軍は関係した２人

の除隊処分を発表。

２７日蜷参議院本会議で，インド洋での米艦

船などに対する海上自衛隊の給油活動を１年

間延長する「テロ対策特別措置法改正案」が成

立。２００１年１０月の成立から今回で３回目の延

長。

３１日蜷ワールダク国防相，中国を訪問。曽

剛川中国国防相がアフガニスタン再建への支

援を表明。

１１月１日蜷サレ・ポル州内で，日本のNGO

「ピースウィンズ・ジャパン」が所有する車両

に対し，何者かが銃撃。負傷者は出ず。

１２日蜷バーミヤーンで旧ターリバーン政権

に破壊された大仏立像の残骸から「胎内経」と

みられる経典の一部を日本の調査隊が発見。

１８日蜷ニューデリーでアフガニスタン地域

経済協力会議第２回会合開催（～１９日）。

２０日蜷ブレア英首相，約４年ぶりにアフガ

ニスタン訪問。カルザイー大統領と首脳会談。

蜷日本が支援するカーブル国際空港で，

ターミナル建設の起工式開催。２００８年度に完

成予定。

２１日蜷米軍，増大するターリバーンへの脅

威に対抗するため，２００８年末までにアフガニ

スタン国軍の規模を倍増すると発表。

１２月２日蜷バードギース州内で，武装勢力が

復興工事にあたっていた中国人作業員を襲撃。

７日蜷カスーリー・パキスタン外相がアフ

ガニスタンを訪問（～９日）。２００７年１月末も

しくは２月上旬に予定されている平和と安全

に関するジルガ（国民会議）の打ち合わせが目

的。

蜷国連安保理アフガニスタン視察団（団

長：大島賢三国連大使）が報告書を提出し，

アル・カーイダが「国造りの深刻な脅威」と

なっている一方，法の支配確立や腐敗撲滅に

向けた取り組みが一貫していないと警告。

１２日蜷ラシュカルガーのヘルマンド州知事

庁舎で自爆テロがあり，警備員４人を含む６

人が死亡。州知事は庁舎内にいたが無事。

ターリバーンが犯行声明。

１７日蜷フランスが駐留軍（特殊部隊）２００人

の削減を発表。

蜷マスウード第１副大統領がマシュハド（イ

ラン）を訪問。アリー・サファリー公共事業

相，サイヤド・フサイン・アンワリー・ヘ

ラート州知事らが同行。

２４日蜷故ニヤゾフ・トルクメニスタン大統

領の葬儀出席のため，カルザイー大統領が首

都アシュガバードを訪問。ルーディン大統領

補佐官らが同行。

アフガニスタン
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２ 閣僚名簿（２００６年３月２２日任命，同
年５月２日国会承認，同年８月９日

５閣僚を追加承認）

大統領 ハーミド・カルザイー（１９５７年生，

元外務次官，暫定行政機構議長，移行政権

大統領を歴任，パシュトゥーン人）

第１副大統領 アフマド・ズィヤー・マス

ウード（１９５６年生，故マスウード司令官実

弟，元駐露大使，留任，タジク人）

第２副大統領 アブドゥル・カリーム・ハ

リーリー（１９５０年生，シーア派統一党党首，

元バーミヤーン州知事，留任，ハザーラ

人）

閣内上級大臣 ヒダーヤト・アミーン・アル

サラー（１９４２年生，元財務相，前商業相，

パシュトゥーン人）

国防相 アブドゥッラヒーム・ワールダク

参考資料 アフガニスタン ２００６年

１ 国家機構図（２００６年１２月末現在）

（出所）２００４年１月４日採択のアフガニスタン憲法に基づき作成。
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（１９４０年生，対ソ連戦争時代からの軍人，

留任，パシュトゥーン人）

外相 ランギーン・ダードファル・スパン

ター（１９５４年生，前外務担当大統領顧問）

財務相 アンワルル・ハク・アハディー（元

中央銀行総裁，留任，パシュトゥーン人）

経済相 ムハンマド・ジャリール・シャムス

（ソ連侵攻前に副外相を歴任）

商業相 ムハンマド・アミーン・ファルハン

グ（１９４０年生，前経済相，タジク人）

内相 モクビル・ザッラール（前暫定内相）

司法相 ムハンマド・サルワル・ダーニシュ

（１９５１年生，元憲法制定委員会委員，留任，

ハザーラ人）

農業相 オバイドゥッラー・ラーミーン

（１９５２年生，前農業・食糧相，タジク人）

通信相 アーミルザイー・サンギーン（元ア

フガン・テレコム代表，留任，パシュ

トゥーン人）

教育相 ムハンマド・ハニーフ・アトマル

（１９６８年生，前農村開発相，パシュトゥー

ン人）

高等教育相 ムハンマド・アーザム・ダード

ファル（１９４６年生，前難民担当相，ウズベ

ク人）

エネルギー・水利電力相 イスマーイール・

ハーン（１９４６年生，元ヘラート州知事，留

任，タジク人）

運輸相 ネイマトゥッラー・エヘサーン・

ジャーヴェード（１９４６年生，ローヤ・ジル

ガで，国連アフガニスタン支援ミッション

［UNAMA］代表）

都市開発相 ユースフ・パシュトゥーン

（１９４７年生，元カンダハール州知事，留任，

パシュトゥーン人）

農村開発相 エヘサーン・ズィヤー（各種国

際支援機関，農村開発省政策補佐官を歴

任）

公共事業相 スフラーブ・アリー・サファ

リー（１９４５年生，留任，ハザーラ人）

鉱物・産業相 イブラーヒーム・アーディル

保健相 サイヤド・ムハンマド・アミーン・

ファーティミー（１９５２年生，元WHO顧問，

留任，タジク人）

薬物対策相 ハビーブッラー・カーディリー

（元UNHCR職員，留任，パシュトゥーン

人）

国境・部族問題担当相 ムハンマド・カリー

ム・ブラーフイー（１９５５年生，元ニーム

ルーズ州知事，留任，バローチ人）

巡礼・イスラーム担当相 ネイマトゥッ

ラー・シャーハラーニー（元副大統領，憲

法制定委員会委員長を歴任，留任，ウズベ

ク人）

殉教者・障害者・社会問題担当相 ヌール・

ムハンマド・カールキン（１９５３年生，前教

育相，ウズベク人）

難民問題担当相 アクバル・アクバル

青少年・文化相 アブドゥル・カリーム・

フッラム（パリで大学教授（政治学担当）を

歴任，前広報担当大統領顧問，カーブル出

身）

女性問題担当相 ハサン・バーノー・ガザン

ファル（元カーブル大学文学部教授，女性）

国家安全保障担当顧問 ザルマイー・ラスー

ル（１９４４年生，元国家安全保障担当国務大

臣，留任，パシュトゥーン人）

人権委員会委員長 シーマ・サマル（女性，

医学博士，暫定行政機構女性問題担当相，

ハザーラ人）

最高裁判所長官 アブドゥル・アーズミー

中央銀行総裁 ヌールッラー・ディラーワ

リー（前大統領顧問，留任）

アフガニスタン
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１ アフガニスタンの国家予算 （単位：１００万アフガニー）

年 度＊） １３８５（２００６） １３８４（２００５） １３８３（２００４）
国 内 収 入
所 得 税
物 品 税
利 権 税
関 税
社 会 か ら の 寄 付
そ の 他
小 計 ２５，２２０．０

１，４５３．６
１，２９２．０
４８４．５

９，０４４．３
１６１．５

３，７１４．６
１６，１５０．５

１，１２９．９
１，００４．４
３７６．６

７，０３０．７
１２６．９

３，０２０．８
１２，６８９．３

経 常 支 出
賃 金
非 賃 金 支 出
優 先 改 革 ・ 復 興（ PPR）
年金・補助金（民間・軍・遺族・障害者）
金 利 償 還
緊 急 事 態 向 け 補 助 金
政 策 向 け 蓄 財 等
そ の 他
小 計

４７１．０

４０，３４６．２

１９，４３９．０
９，２０９．１
８００．３

１，４５９．９
４０２．６
７９５．４
６２５．７
１５０．４

３２，８８２．１

１５，５９１．６
９，３８２．２
７３．６

１，３６１．８
２９１．７
n.a.
n.a.
０．０

２６，７０１．０
開 発 支 出
使 途 非 限 定 プ ロ ジ ェ ク ト
基 盤 整 備
使 途 限 定 プ ロ ジ ェ ク ト
非 割 当 金 ・ 予 備
小 計 ６６，５７９．１

１７，９１２．２
３８，７０５．９
４８５．０

１，３９９．８
５８，５０２．９ １３，３８７．９

総 支 出
国 内 収 入 ― 総 支 出

１０６，９２５．２
－８１，７０５．２

９１，３８５．１
－７５，２３４．６

４０，０８８．９
－２７，３９９．６

外 部 機 関 調 達 予 算
外 部 機 関 調 達 要 請 額
外 部 機 関 拠 出 表 明 額
不 足 額

１４３，３４６．９
６９，１４４．５
－７４，２０２．４

１５４，２３１．９
７９，０２２．５
－７５，２０９．４

１７３，７０７．６
１２１，４０９．６
－５２，２９８．０

（注） ＊年度はアフガン暦による。１３８５年は２００６年３月２１日から２００７年３月２０日まで。１３８３年度：執
行予算，１３８４年度：改訂済予算，１３８５年度：国会に提出予定の予算案のため、詳細未公表。

（出所） アフガニスタン財務省（http : //www.mof.gov.af/）発表の資料を基に作成。

主要統計 アフガニスタン ２００６年
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